
公益社団法人 日本認知症グループホーム協会 

会員の皆様へ 

 

グループホーム運営上の自治体による指導差(ﾛｰｶﾙﾙｰﾙ)についての 

アンケート調査について（お願い） 

  

全国の会員の皆様に、一つお願いがあり本紙を同封させていただきます。 

 認知症グループホームの指定・指導権限は、ご存知の通り「市区町村」

になっており、運営上の細部については、自治体の指導によるところとな

っています。 

 各自治体での判断が重視されることは当然だとは思いますが、その内容

差が大きく、他地域の指導内容を知るにあたり驚かされることもあります。 

 例えば、ある自治体では、ユニット間の介護職の兼務は禁止となってい

ますが、違う自治体では兼務可能となっています。 

また、他自治体からグループホームへの住民票移動で入居可能となると

ころもあれば、グループホーム所在地に在住の家族の自宅に転居しても、

３ヶ月または６ヵ月入居できないという自治体もあります。 

 皆様の自治体のルールでお困りのこと、特別なことを調査させていただ

き、その解消の手法を検討していきたいと考え、このアンケートさせてい

ただくことといたしました。 

 趣旨ご理解いただき、ご協力のほど宜しくお願いいたします。 

 

 平成 29 年 10 月 

公益社団法人日本認知症グループホーム協会 

経営委員会 委員長 江頭瑞穂 

支部活動支援対策小委員会 委員長 佐藤京子 



グループホームに係る地域別指導（ローカルルール）事例 

 

 

《管理者・介護職員の兼務等》 

☆「人員基準」では、管理者は、ユニットの管理上支障がない場合は、当該ユニット 

の他の職務及び同一事業所の他のユニットを兼務できる旨規定している。しかし、 

・当市では、管理者は、業務に支障がない限り夜勤ができるとされている。 

・当市では、管理者が他の職と兼任できない（計画作成担当者を除く）と指導さ 

れている。 

☆「人員基準」では、利用者の精神の安定を図る観点から、担当の介護従事者を固定 

する等の継続性を重視したサービス提供に配慮するべき旨規定している。しかし、 

・当市では、介護職員が２つのユニットを兼務できないとされている。 

・当市では、ユニット間の職員の異動が制限されている。 

☆「介護サービスＱ＆Ａ」では、計画作成担当者の勤務時間は事業所によって異なる 

 が、当該事業所の利用者に対する計画を適切に作成するために、利用者の日常の変 

化を把握するに足る時間の勤務は少なくとも必要であるとされている。しかし、計 

画作成担当者の月間計画作成業務を行う時間数についてはそれぞれの市で異なっ 

ている。（大半は週に２日。ある市は月に３日。） 

 

《共同生活住居の認可》 

☆「設備基準」における事業単位では、１又２ユニットを有すること。ただし、用 

地の保が困難であることその他地域事情により事業所の効率的運営に必要と認 

められる場合は３ユニットにすることができる旨規定されている。いかし、当市 

の条例は“国基準”と同一であるが、１ユニットのみしか認可されない。 

 

《転入者のＧＨ入居》 

☆「介護サービスＱ＆Ａ」では、事業者の指定に当たり、「他市町村から転入して〇ヶ 

月を経た者から入居とすること」等の条件を付すことは可能とされているが、県内 

の市町村によりその取扱（３ヶ月又は６ヶ月等）がまちまちであり、同一の取扱と 

すべきではないか。 

 

 

 なお、共益費、日用品費や食材費などの事例につきましてもお知らせください。 

 

 


